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１．国民の皆様へ 

奄美群島は、戦後、米軍統治下に置かれ、昭和 28 年に本土復帰しましたが、隔絶し

た外海離島及び台風常襲地帯という厳しい自然的・社会的条件下にあり、依然として

所得水準等の本土との諸格差が顕著であるため、奄美群島振興開発特別措置法（以下、

「奄美法」という。）に基づいて国が策定した奄美群島振興開発基本方針の下、鹿児

島県が策定した奄美群島振興開発計画に基づき、各種事業にかかる補助率の嵩上げや

税制特例など各般の振興開発事業が推進されています。

   当法人は、奄美法における基礎条件の改善並びに地理的及び自然的特性に即した奄

美群島の振興開発に寄与し、もって奄美群島の自立的発展に資するため、信用保証業

務や地域の特性を活かした産業に対し直接的な融資業務を行うなど奄美群島内の事業

者を金融面から下支えする役割を果たしてまいりました。

   一方、業務の推進のために克服すべき課題として、これまでの累積欠損金の着実な

解消があり、審査の厳格化、期中管理の徹底、回収の強化及び一般管理費の削減など

を柱とした「経営改善策」を策定し、実行に努めてまいりました。

   また、「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成 24 年 1 月 20 日

閣議決定）では、具体的な繰越欠損金の解消に向けた計画の策定、組織・業務の見直

しの実施及び金融庁検査の導入による内部統制の強化等について、法人として講ずべ

き措置とされたところであります。今後、以上の指摘も踏まえて、内部統制の強化や

財務内容改善に向けたこれまでの取り組みを抜本的に見直した上で、奄美群島経済の

自立的発展に資するために業務・組織の強化を進めていく必要があります。

これらの状況を踏まえ、何よりも、奄美の産業・経済の活性化に向けた取り組みを

より強固に、かつ有効に支えるべく、主務省庁及び地元関係機関との協議、連携の一

層の強化を図りながら、引き続き、地域に密着した政策金融機関として効果的かつ効

率的な業務を実施していくこととしております。

２．基本情報 

（１）法人の概要 

  ① 法人の目的 

     当法人は、「奄美群島振興開発計画に基づく事業に必要な資金を供給すること

等により、一般の金融機関が行う金融を補完し、又は奨励する」ことを目的とし

ております。（奄美法第11条） 

  ② 業務内容 

     当法人は、奄美法第11条の目的を達成するため以下の業務を行います。 

   ⅰ．保証業務 

      奄美群島において振興開発計画に基づく事業を行う者又は奄美群島に住所若

しくは居所を有する者が金融機関に対して負担する債務の保証。 

   ⅱ．融資業務 

      奄美群島において振興開発計画に基づく事業を行う中小規模の事業者で銀行

その他の金融機関から資金の融通を受けることを困難とするものに対する小口

の事業資金の貸付け等。 
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③ 沿革 

     昭和30年９月  奄美群島復興信用保証協会設立 

     昭和34年３月  融資業務追加・奄美群島復興信用基金に改組 

     昭和39年４月  奄美群島振興信用基金に改称 

          昭和49年４月  奄美群島振興開発基金に改称 

     平成元年４月  出資業務追加 

          平成16年10月  独立行政法人奄美群島振興開発基金設立 

     平成18年３月  出資業務廃止（特殊法人等整理合理化計画） 

  ④ 設立根拠法 

     奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号） 

  ⑤ 主務大臣（主務省所管課等） 

     国土交通大臣（国土交通省国土政策局特別地域振興官） 

     財務大臣（財務省大臣官房政策金融課） 

  ⑥ 組織図 

（２）本社・支社等の住所 

  ○ 本 部：鹿児島県奄美市名瀬港町１－５ 

  ○ 徳之島事務所：鹿児島県大島郡徳之島町亀津２９２８－４ 

  ○ 沖永良部事務所：鹿児島県大島郡和泊町和泊１２２５ 

（３）資本金の状況 

                                （単位：千円） 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 10,001,271 200,000 － 10,201,271

地方公共団体出資金 6,102,500 134,000 － 6,236,500

資本金合計 16,103,771 334,000 － 16,437,771

総務企画課 

業務課 

管理課 

沖永良部事務所 

理 事 

監 事 

理事長 本 部 

徳之島事務所 
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（４）役員の状況 
役 職 氏 名 任 期 経 歴 

理事長 澤田正晴
自 平成22年10月 1日 

至 平成24年 9月30日 

昭和62年 4月 (株)第一勧業銀行入行 

平成13年 2月 ＧＥキャピタルリーシング(株)入社 

平成18年 1月 同 九州支社長 

兼福銀リース(株)代表取締役社長 

平成20年 1月 ＧＥリアル・エステート(株) 

       資産管理事業本部執行役員本部長 

平成21年12月 日本ＧＥ(株)ＧＥリアル・エステート

       資産管理事業本部プロジェクトリー

ダー 

平成22年 4月 当基金理事長 

理事 西村 博
自 平成22年10月 1日 

至 平成24年 9月30日 

昭和48年 4月

平成16年12月

平成21年 1月

平成22年10月

(株)福岡銀行入行 

日本乾溜工業(株) 

代表取締役 専務取締役 管理本部長

(株)ドリスプロジェクト代表取締役

当基金理事 

監事 

(非常勤) 
田畑米利

自 平成22年10月 1日 

至 平成24年 9月30日 

昭和45年 4月

平成19年 4月

平成22年10月

名瀬市採用 

奄美市会計管理者 

当基金監事 

監事 

(非常勤) 
吉田利夫

自 平成22年10月 1日 

至 平成24年 9月30日 

昭和46年 4月

昭和62年 5月

平成15年 5月

平成22年10月

吉田商事(株)入社 

(株)南海ガス代表取締役専務 

(株)南海ガス代表取締役副社長 

当基金監事 

（５）常勤職員の状況 

    常勤職員は平成23年度末において19人（前期末比1人増）であり、平均年齢は41.1

歳（前期末43.0歳）となっております。 

    なお、国からの出向者はおりません。 

３．簡潔に要約された財務諸表 

  ① 貸借対照表 

（単位：千円） 

資産の部 金 額 負債の部 金 額 

流動資産 

 現金及び預金 

 その他 

固定資産 

 有形固定資産 

 無形固定資産 

 投資その他の資産 

  投資有価証券 

  長期貸付金 

   貸倒引当金 

  求償権 

   求償権償却引当金 

  その他 

保証債務見返  

4,145,024

2,673,630

1,471,394

7,408,073

89,633

126

7,318,313

1,884,130

6,169,329

△1,406,542

2,321,385

△1,650,780

791

4,730,604

流動負債 

１年以内返済長期借入金 

引当金 

その他 

固定負債 

 長期借入金 

 引当金 

  その他 

保証債務 

103,696

86,734

10,301

6,661

778,460

160,496

376,958

241,006

4,730,604

負債合計 5,612,759

純資産の部  

資本金 

 政府出資金 

 地方公共団体出資金 

繰越欠損金 

 当期未処理損失 

（うち当期総損失） 

16,437,771

10,201,271

6,236,500

5,766,831

5,766,831

(565,457)

純資産合計 10,670,941

資産合計 16,283,700 負債純資産合計 16,283,700
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② 損益計算書 

（単位：千円） 

科 目 金 額 

経常費用(A) 809,155

 引当金繰入 

 一般管理費 

  人件費 

  物件費 

  減価償却費 

 財務費用 

 その他 

592,374

214,025

164,750

45,711

3,565

2,681

75

経常収益(B) 243,698

 貸付金利息収入 

保証料収入 

 財務収益 

 その他 

130,872

70,628

26,976

15,222

臨時損失(C) －

臨時利益(D) －

当期総損失(B-A-C+D) 565,457

  ③ キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円） 

科 目 金 額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 481,455

 貸付金利息収入 130,222

 保証料収入 63,429

 貸付金の回収による収入 1,838,178

 求償権の回収による収入 108,595

 人件費支出 △ 153,520

 業務経費支出 △ 45,989

 代位弁済による支出 △ 51,187

 貸付による支出 △ 1,449,408

 その他の業務収入・支出 41,136

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △ 704,598

 有形固定資産の取得による支出 △ 5,498

 その他の投資活動による収入・支出 △699,100

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) 248,056

 長期借入金の返済による支出 △ 85,944

 政府出資金の受入による収入 200,000

 地方公共団体出資金の受入による収入 134,000

Ⅳ資金増加額(D=A+B+C) 24,913

Ⅴ資金期首残高(E) 248,717

Ⅵ資金期末残高(F=E-D) 273,630
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④ 行政サービス実施コスト計算書 

（単位：千円） 

科 目 金 額 

Ⅰ業務費用 565,457

(1)損益計算書上の費用 809,155

 (2)(控除)自己収入等 △ 243,698

Ⅱ機会費用 160,755

Ⅲ行政サービス実施コスト 726,212

■ 財務諸表の科目 

① 貸借対照表 

現金及び預金  ：現金及び銀行等への預け金 

有形固定資産  ：建物、車両運搬具、器具及び備品、土地 

無形固定資産  ：電話加入権 

投資有価証券  ：満期日が１年を超える国債及び地方債 

長期貸付金   ：償還期限が１年を超える貸付金 

貸倒引当金   ：貸付金の償却に充てる引当金 

求償権     ：保証債務の代位弁済により発生した債権 

求償権償却引当金：求償権の償却に充てる引当金 

保証債務見返  ：保証債務の対照勘定 

１年以内返済長期借入金：業務に要する資金として借り入れた長期借入金のうち返済

予定が１年以内のもの 

引当金（流動負債）：賞与引当金及び短期保証債務に係る保証債務損失引当金 

長期借入金   ：業務に要する資金として借り入れた長期借入金のうち返済

予定が１年を超えるもの 

引当金（固定負債）：退職給付引当金及び長期保証債務に係る保証債務損失引当

金 

保証債務    ：保証契約に基づき発生した金融機関に対する保証債務 

政府出資金   ：国からの出資金 

地方公共団体出資金：地方公共団体からの出資金 

繰越欠損金   ：欠損金の累計額 

② 損益計算書 

引当金繰入   ：貸倒引当金、求償権償却引当金、保証債務損失引当金への

繰入損 

人件費     ：役員報酬、職員給与、法定福利費等、役職員に要する経費 

物件費     ：旅費交通費、電算関係費、業務諸費等、運営に要する経費 

減価償却費   ：有形固定資産の減価償却費 

財務費用    ：借入金にかかる支払利息 

貸付金利息収入 ：貸付金に対する利息 

保証料収入   ：保証債務に対する信用保証料 
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財務収益    ：受取利息、有価証券利息による収益 

③ キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー：通常の保証及び融資業務の実施に係る資金の状態を表し、

貸付金利息・保証料等による収入、資金の貸付け・代位弁

済等による支出、人件費支出等 

投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に

係る資金の状態を表し、定期預金の払戻・預入による収入・

支出、有価証券の償還・取得による収入・支出、固定資産

の取得による支出 

財務活動によるキャッシュ・フロー：国及び地方公共団体からの出資金受入による収入、長期借

入金の返済による支出 

④ 行政サービス実施コスト計算書 

業務費用    ：当法人が実施する行政サービスのコストのうち、当法人の

損益計算書に計上される費用 

機会費用    ：国又は地方公共団体からの出資を運用に充てた場合に得ら

れると考えられる利益の金額 

４．財務情報 

（１）財務諸表の概況 

① 経常費用、経常収益、当期総損益、資産、負債、繰越欠損金、キャッシュ・フロ

ーなどの主要な財務データの経年比較・分析（内容・増減理由） 

   （経常費用） 

     平成23年度の経常費用は809,155千円と、前年度比393,686千円の増（94.8％増）

となっております。これは、引当金の繰入損が前年度比391,434千円の増（194.8％

増）となったことが主な要因であります。 

   （経常収益） 

     平成23年度の経常収益は243,698千円と、前年度比11,548千円の増（5.0％増）

となっております。これは、保証料収入が前年度比7,604千円の増（12.1％増）と

なったことが主な要因であります。 

   （当期総損益） 

     平成23年度の当期総損益は△565,457千円となり、前年度に比して419,207千円

の損失増加となっております。 

   （資産） 

     平成23年度末現在の資産合計は16,283,700千円と、前年度比188,471千円の減

（1.1％減）となっております。これは、貸付金（貸倒引当金控除前）が前年度比

540,103千円の減（7.5％減）となったことが主な要因であります。 

   （負債） 

     平成23年度末現在の負債合計は5,612,759千円と、前年度比42,986千円の増（0.8
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％増）となっております。これは、借入金が前年度比85,944千円の減（25.8％減

）となったものの、保証債務損失引当金が前年度比90,703千円の増（71.2％増）

となったことが主な要因であります。 

（繰越欠損金） 

平成23年度末現在の繰越欠損金は5,766,831千円と、前年度比565,457千円の増

（10.9％増）となっております。これは、当期総損益において損失を計上した結

果であります。 

   （業務活動によるキャッシュ・フロー） 

     平成23年度の業務活動によるキャッシュ・フローは481,455千円と、前年度比

476,182千円の減（49.7％減）となっております。これは、貸付金の回収による収

入が前年度比302,555千円の減（14.1％減）となったことが主な要因であります。 

   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

     平成23年度の投資活動によるキャッシュ・フローは△704,598千円と、前年度比

244,493千円の増（25.8％増）となっております。これは、有価証券の償還による

収入が前年度比4,400,220千円の増（338.5％増）となったことが主な要因であり

ます。 

   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

     平成23年度の財務活動によるキャッシュ・フローは248,056千円と、前年度比

175,446千円の増（241.6％増）となっております。これは、長期借入金の返済に

よる支出が前年度比175,446千円の減（67.1%減）となったことが主な要因であり

ます。 

 表 主要な財務データの経年比較 

（単位：千円） 

区 分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 

経常費用 462,848 492,430 666,032 415,469 809,155

経常収益 470,598 314,740 631,883 232,150 243,698

当期総利益 30,263 △ 151,537 △ 17,100 △ 146,250 △565,457

資産 20,384,899 18,958,913 16,918,113 16,472,171 16,283,700

負債 10,337,615 8,561,166 6,203,465 5,569,774 5,612,759

繰越欠損金 4,886,487 5,038,024 5,055,124 5,201,374 5,766,831

業務活動によるキャッシュ・フロー 153,454 633,941 421,659 957,637 481,455

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 610,348 △ 591,813 △ 431,882 △ 949,092 △704,598

財務活動によるキャッシュ・フロー 213,581 63,305 △ 22,671 72,610 248,056

資金期末残高 95,022 200,455 167,561 248,717 273,630

② セグメント事業損益の経年比較・分析（内容・増減理由） 

 （区分経理によるセグメント情報） 

   保証業務の事業損失は354,527千円と、前年度比231,338千円の増（187.8％増）

となっております。これは、求償権及び保証債務に対する引当金の繰入損が

248,393千円の増（226.9％増）となったことが主な要因であります。 

   融資業務の事業損失は210,930千円と、前年度比150,800千円の増（250.8％増）
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となっております。これは、貸付金に対する引当金の繰入損が前年度比143,041

千円の増（156.4％増）となったことが主な要因であります。 

 表 事業損益の経年比較（区分経理によるセグメント情報） 

                                  （単位：千円） 

区 分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 

保証業務 △ 18,737 △ 125,117 △ 36,537 △ 123,189 △354,527

融資業務 26,487 △ 52,574  2,389 △ 60,130 △210,930

合 計 7,750 △ 177,690 △ 34,149 △ 183,319 △565,457

③ セグメント総資産の経年比較・分析（内容・増減理由） 

 （区分経理によるセグメント情報） 

   保証業務の総資産は8,876,046千円と、前年度比102,789千円の増（1.2％増）と

なっております。これは、保証債務見返が前年度比32,964千円の増（0.7％増）と

なったことが主な要因であります。 

   融資業務の総資産は7,407,654千円と、前年度比291,260千円の減（3.8％減）と

なっております。これは、貸付金（貸倒引当金控除前）が前年度比540,103千円の

減（7.5％減）となったことが主な要因であります。 

 表 総資産の経年比較（区分経理によるセグメント情報） 

 （単位：千円） 

区 分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 

保証業務 11,511,126 10,590,099 8,900,389 8,773,257 8,876,046

融資業務 8,873,773 8,368,814 8,017,724 7,698,914 7,407,654

合 計 20,384,899 18,958,913 16,918,113 16,472,171 16,283,700

  ④ 目的積立金の申請、取崩内容等 

     当該項目については該当なし 

⑤ 行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析（内容・増減理由） 

   平成23年度の行政サービス実施コストは726,212千円と、前年度比379,955千円

の増（109.7％増）となっております。これは、引当金繰入の増加等により業務費

用が565,457千円と、前年度比419,207千円の増（286.6％増）となったことが主な

要因であります。 
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 表 行政サービス実施コストの経年比較 

                                  （単位：千円） 

区 分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 

業務費用 △ 30,263 151,537 17,100 146,250 565,457

 うち損益計算書上の費用 462,879 492,430 666,063 415,509 809,155

 うち自己収入等 △ 493,141 △ 340,893 △ 648,963 △ 269,259 △243,698

機会費用 187,205 203,476 217,659 200,006 160,755

行政サービス実施コスト 156,943 355,013 234,759 346,257 726,212

（２）施設等投資の状況（重要なもの） 

  ① 当事業年度中に完成した主要施設等 

     当該項目については該当なし 

  ② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

     当該項目については該当なし 

  ③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

     当該項目については該当なし 

（３）予算・決算の概況 

（単位：百万円） 

区 分 
19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由 

収入 

出資金 

 政府出資金 

 地方公共団体出資金 

求償権等回収金 

貸付回収金 

 借入金等 

 事業収入 

事業外収入 

 その他の収入 

   計 

502

300

202

349

2,697

300

338

21

82

4,288

502

300

202

144

2,174

300

294

24

39

3,478

502

300

202

243

2,596

300

347

34

86

4,107

502

300

202

147

2,146

100

288

27

35

3,245

502

300

202

201

2,600

200

339

34

31

3,907

334

200

134

173

2,196

-

248

25

31

3,007

334

200

134

230

2,399

-

267

33

26

3,289

334

200

134

178

2,141

-

208

25

55

2,941

334

200

134

266

2,271

-

248

29

31

3,179

334

200

134

109

1,838

-

205

27

17

2,530

不動産の処分による回収等

の減。 

貸付残高の減少による減。

貸付残高の減少による利息

の減。 

支出 

 代位弁済金 

貸付金 

 借入金償還 

 事業費 

 一般管理費 

  人件費 

  その他一般管理費 

 その他の支出 

   計 

424

2,400

588

23

238

170

68

4

3,676

424

1,823

588

22

234

173

61

5

3,096

275

2,400

538

18

232

168

64

4

3,467

274

1,407

539

15

253

191

62

0

2,488

400

2,400

356

11

229

166

63

4

3,400

714

1,274

357

9

195

143

53

10

2,559

400

2,400

261

5

225

163

62

4

3,296

58

1,385

261

5

202

150

53

6

1,919

300

2,400

86

3

221

161

61

4

3,014

51

1,449

86

3

199

154

46

9

1,798

要代位弁済案件の発生が減

少したことによる減。 

資金需要の低下による減。

（４）経費削減及び効率化目標との関係 

    当法人においては、当中期目標終了年度における一般管理費（人件費、公租公課

等の所要額の計上を必要とする経費を除く。）を平成20年度比で15％以上に相当す
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る額を削減することを目標としており、そのうち人件費（退職手当等を除く）につ

いては、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平

成18年法律第47号）に基づき、平成17年度比で6％以上に相当する額を削減すること

としております。この目標を達成するため、管理職手当の20％削減の維持、定期昇

給等の見直し及び効率的な業務運営による物件費の抑制などの措置を講じておりま

す。 

（単位：千円、％） 

区 分 
20年度 

当中期目標期間

21年度 22 年度 23 年度 

金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率

一般管理費 40,017 100.0 34,162 85.4 35,964 89.9 30,231 75.5

うち出張旅費 12,020 100.0 7,870 65.5 8,595 71.5 5,110 42.5

  (注) 一般管理費については人件費、公租公課等の所要額の計上を必要とする経費を除く。 

（単位：千円、％） 

区 分

17年度 
前中期目標期間 

18年度 19年度 20年度 

金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率

人件費 151,913 100.0 150,798 99.3 139,701 92.0 131,309 86.4

区 分

17年度 
当中期目標期間

21年度 22 年度 23 年度

金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率

人件費 151,913 100.0 124,784 82.1 122,362 80.5 129,705 85.4

５．事業の説明 

（１）財源構造 

    当法人は、奄美法第13条第2項及び第3項に基づき、保証業務における保証基金の

造成及び融資業務における貸付原資に充てるため、国、鹿児島県及び奄美群島内の

12市町村から出資を受けております。（23年度末累計 16,438百万円（うち、国 

10,201百万円、鹿児島県 4,258百万円、奄美群島内市町村 1,979百万円）） 

    また、奄美法第20条第1項に基づき、融資業務の貸付原資の一部に充てるため、国

土交通大臣並びに財務大臣の認可を受けて長期借入（特別転貸債）を行っておりま

す。（平成23年度 実績なし、期末残高 247百万円） 

（２）財務データ及び業務実績報告書と関連付けた事業説明 

   ア 保証業務 

     保証業務は、奄美群島振興開発計画に基づく事業に必要な資金を供給すること

等により、一般の金融機関が行う金融を補完し、又は奨励することを目的として、

奄美群島において振興開発計画に基づく事業を行う者又は奄美群島に住所若しく
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は居所を有する者が金融機関に対して負担する債務の保証を行っております。 

     事業に要する費用は、一般管理費107百万円等となっており、その財源は保証料

収入71百万円等となっております。 

   イ 融資業務 

     融資業務は、奄美群島振興開発計画に基づく事業に必要な資金を供給すること

等により、一般の金融機関が行う金融を補完し、又は奨励することを目的として、    

奄美群島において振興開発計画に基づく事業を行う中小規模の事業者で銀行その

他の金融機関から資金の融通を受けることを困難とするものに対する小口の事業

資金の貸付け等を行っております。 

     事業に要する費用は、一般管理費106百万円、借入金利息3百万円等となってお

り、その財源は貸付金利息収入131百万円等となっております。 


